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ま え が き

市では、予算及び決算の概要、予算に対する収入及び支出の概況等について、川越

市財政事情の作成及び公表に関する条例第２条の規定により、年２回（上半期及び下半

期）市民の皆様にお知らせしています。

今回は、平成３０年度予算及び平成２９年度下半期（平成２９年１０月１日から平成３０

年３月３１日）の予算の執行状況や公営事業の経理状況等についてお知らせします。

なお、平成２９年度下半期の数値は、平成３０年３月３１日現在のものであり、地方自

治法第２３５条の５の規定による予算執行の残務を整理する期間（出納整理期間）の数

値が含まれていないため、決算数値とは異なります。
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平成３０年度予算は、特に重点的に予算を配分する施策として「子どもを安心して産み、育てる
ことができるまちづくり」、「魅力を高め、活力を生み出すまちづくり」、「人と人とがつながり、安心し
て暮らせるまちづくり」、「地方創生、オリンピックに向けた取組」を掲げるとともに、市民の皆様か
らの意見・要望や重要課題に取り組むための予算の編成に努めました。
歳入は、根幹をなす市税について、雇用・所得環境の改善や景気の緩やかな回復基調を背景

として、個人市民税、法人市民税等の増収を見込みました。市債は、新河岸駅周辺地区整備事業
債等の減があるものの、中学校普通教室空調設備整備に係る市債等の増により、前年度よりも
増加しました。
歳出は、予算の４３％を占める民生費について、民間保育所整備への補助等を通じた待機児

童対策の継続等により過去最大の予算計上額となったほか、教育費も小中学校普通教室空調設
備設置により増加しました。
その結果、予算規模は、一般会計予算が前年度比で24億9千万円増加の総額1,134億8千万円

に、特別会計予算は合計で前年度当初予算対比8.0％減、810億7,080万4千円となりました。

■平成３０年度 予算の概要

平成３０年度会計別予算額
（△印 減）

一般会計 市の行政運営の基本的な経費を計上した会計

特別会計 特定の事業を行うにあたり、一般会計と区別し、特定の歳入を特定の歳出に充てて経理する会計

用語解説

区 分
会計別

平成30年度
予算額
（千円）

平成29年度
当初予算額
（千円）

対前年度
増減額
（千円）

対前年度
増減率
（％）

一 般 会 計 113,480,000 110,990,000 2,490,000 2.2

特 別 会 計 合 計 81,070,804 88,140,487 △ 7,069,683 △ 8.0

国 民 健 康 保 険 事 業 35,416,800 42,615,300 △ 7,198,500 △ 16.9

後 期 高 齢 者 医 療 事 業 4,272,000 3,884,200 387,800 10.0

歯 科 診 療 事 業 81,100 82,200 △ 1,100 △ 1.3

介 護 保 険 事 業 22,257,700 22,662,000 △ 404,300 △ 1.8

母子父子寡婦福祉資金貸付事業 86,500 98,900 △ 12,400 △ 12.5

川越駅東口公共地下駐車場事業 134,100 119,100 15,000 12.6

農 業 集 落 排 水 事 業 148,000 142,400 5,600 3.9

水 道 事 業 9,559,777 9,571,178 △ 11,401 △ 0.1

公 共 下 水 道 事 業 9,114,827 8,965,209 149,618 1.7

総 計 194,550,804 199,130,487 △ 4,579,683 △ 2.3
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一般会計歳入（款別） （△印 減）

区 分
款 別

平成30年度 平成29年度

予算額
（千円）

構成比
（％）

増減率
（％）

市民一人当たり
予算額
（円）

当初予算額
（千円）

構成比
（％）

市 税 56,606,434 49.9 0.2 160,623 56,482,852 50.9

地 方 譲 与 税 723,000 0.6 19.0 2,052 607,554 0.5 

利 子 割 交 付 金 79,000 0.1 △ 0.8 224 79,666 0.1 

配 当 割 交 付 金 243,000 0.2 5.8 690 229,627 0.2 

株式等譲渡所得割交付金 256,000 0.2 18.8 726 215,568 0.2 

ゴルフ場利用税交付金 54,000 0.1 △ 3.6 153 56,000 0.1 

地 方 消 費 税 交 付 金 6,149,000 5.4 11.0 17,448 5,539,000 5.0 

自 動 車 取 得 税 交 付 金 308,000 0.3 63.0 874 188,958 0.2 

地 方 特 例 交 付 金 372,000 0.3 13.1 1,056 329,000 0.3 

地 方 交 付 税 1,150,000 1.0 △ 14.8 3,263 1,350,000 1.2 

交通安全対策特別交付金 45,971 0.1 △ 3.1 130 47,442 0.0 

分 担 金 及 び 負 担 金 1,056,180 0.9 5.3 2,997 1,003,410 0.9 

使 用 料 及 び 手 数 料 2,300,543 2.0 4.5 6,528 2,201,820 2.0 

国 庫 支 出 金 17,587,094 15.5 0.2 49,904 17,558,248 15.8 

県 支 出 金 6,363,349 5.6 △ 3.1 18,056 6,567,055 5.9 

財 産 収 入 340,204 0.3 △ 15.4 965 402,366 0.4 

寄 附 金 20,140 0.0 86.1 57 10,820 0.0 

繰 入 金 3,765,431 3.3 12.9 10,685 3,334,686 3.0 

繰 越 金 1,800,000 1.6 5.9 5,108 1,700,000 1.5 

諸 収 入 3,342,054 3.0 △ 0.3 9,483 3,353,228 3.0 

市 債 10,918,600 9.6 12.2 30,982 9,732,700 8.8 

歳 入 合 計 113,480,000 100.0 2.2 322,004 110,990,000 100.0 

市税 市民税、固定資産税、都市計画税、市たばこ税、事業所税、軽自動車税

国庫支出金 一定の事業に使いみちを特定して国から交付されるもの

市債 国や金融機関等からの借入金

県支出金 一定の事業に使いみちを特定して県から交付されるもの

地方消費税交付金 地方消費税の一定の割合が県から交付されるもの

グラフ中のその他 繰入金、諸収入、使用料及び手数料、繰越金、地方交付税、分担金及び負担金、地方譲与

税、財産収入等

用語解説

県支出金の減は、

地域密着型サー

ビス等整備助成

事業費等補助金

の減等によるも

のです。

市債の増は、中

学校施設整備事

業債の増等によ

るものです。

※市民一人当たり予算額は平成３０年４月１日現在の人口352,418人にて算出

市税

市税

国庫支出金

国庫支出金

市債

市債

県支出金

県支出金

地方消費税交付金

地方消費税交付金

その他

その他

0 200 400 600 800 1,000 1,200

平成30年度

平成29年度

（億円）

市税の増は、法

人市民税の増等

によるものです。
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一般会計歳出（款別） （△印 減）

区 分
款 別

平成30年度 平成29年度

予算額
（千円）

構成比
（％）

増減率
（％）

市民一人当たり
予算額

（円）

当初予算額
（千円）

構成比
（％）

議 会 費 662,584 0.6 △ 1.2 1,880 670,472 0.6

総 務 費 10,703,664 9.4 △ 0.3 30,372 10,740,976 9.7

民 生 費 48,827,659 43.0 1.7 138,550 48,017,487 43.3

衛 生 費 12,025,084 10.6 3.9 34,122 11,577,631 10.4

労 働 費 179,158 0.2 △ 33.5 508 269,574 0.2

農林水産業費 603,153 0.5 4.2 1,712 579,032 0.5

商 工 費 1,377,046 1.2 △ 5.4 3,907 1,454,922 1.3

土 木 費 8,823,746 7.8 △ 8.2 25,038 9,614,888 8.7

消 防 費 5,140,799 4.5 2.4 14,587 5,019,498 4.5

教 育 費 14,616,675 12.9 16.6 41,475 12,530,647 11.3

災 害 復 旧 費 2,000 0.0 0.0 6 2,000 0.0

公 債 費 10,274,097 9.1 0.0 29,153 10,274,877 9.3

諸 支 出 金 124,335 0.1 5.4 353 117,996 0.1

予 備 費 120,000 0.1 0.0 341 120,000 0.1

歳 出 合 計 113,480,000 100.0 2.2 322,004 110,990,000 100.0

教育費の増は、

中学校普通教室
空調設備整備の
増等によるもの
です。

土木費の減は、

維持補修（市道）
の減等によるもの
です。

民生費の増は、

民間保育所補助
等の増等による
ものです。

※市民一人当たり予算額は平成３０年４月１日現在の人口352,418人にて算出

民生費 児童、高齢者、障害を持った方のための各種の福祉施策や運営、生活保護の実施等のための経費

教育費 学校教育や社会教育の充実等のための経費

衛生費 保健衛生、環境保全等のための経費

総務費 選挙事務、戸籍事務、徴税事務、庁舎管理、芸術・文化・スポーツ振興等のための経費

公債費 借入金の元金、利子の返済のための経費

土木費 道路整備、河川改修、公園・市営住宅の整備や管理等の経費

グラフ中のその他 消防費、商工費、議会費、農林水産業費、労働費、諸支出金、予備費、災害復旧費

用語解説

民生費

民生費

教育費

教育費

衛生費

衛生費

総務費

総務費

公債費

公債費

土木費

土木費

その他

その他

0 200 400 600 800 1,000 1,200

平成30年度

平成29年度

（億円）
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一般会計歳出（性質別）

区 分
性質別

平成30年度 平成29年度

予算額
（千円）

構成比
（％）

増減率
（％）

市民一人当たり
予算額（円）

当初予算額
（千円）

構成比
（％）

人 件 費 21,314,439 18.8 △ 0.5 60,480 21,423,394 19.3

物 件 費 16,349,650 14.4 2.2 46,393 15,995,429 14.4

維 持 補 修 費 801,932 0.7 2.2 2,275 784,971 0.7

補 助 費 等 5,699,181 5.0 △ 0.0 16,172 5,699,289 5.1

扶 助 費 29,913,554 26.4 2.0 84,881 29,321,021 26.4

普通建設事業費 13,700,391 12.1 10.2 38,875 12,428,192 11.2

災害復旧事業費 2,000 0.0 0.0 6 2,000 0.0

公 債 費 10,274,065 9.1 △ 0.0 29,153 10,274,844 9.3

積 立 金 162,340 0.1 △ 32.3 461 239,820 0.2

投資及び出資金 ― ― ― ― － ―

貸 付 金 731,518 0.6 △ 6.1 2,076 778,643 0.7

繰 出 金 14,410,930 12.7 3.5 40,892 13,922,397 12.6

予 備 費 120,000 0.1 0.0 340 120,000 0.1

歳 出 合 計 113,480,000 100.0 2.2 322,004 110,990,000 100.0 

※市民一人当たり予算額は平成３０年４月１日現在の人口352,418人にて算出

繰出金の増は、国

保会計繰出金の

増等によるもので

す。

普通建設事業費

の増は、中学校普

通教室空調設備

整備の増等による

ものです。

扶助費 生活保護、児童手当等の各種扶助の経費

人件費 職員給与等の勤労の対価、報酬として支払われる経費

物件費 公共料金、旅費、消耗品の購入費等の消費的性質の経費

繰出金 一般会計から特別会計、または運用基金へ支出される経費

普通建設事業費 道路、橋りょう、学校、庁舎等の公共・公用施設の建設のための経費

公債費 借入金の元金、利子の返済のための経費

グラフ中のその他 補助費等、維持補修費、貸付金、積立金、予備費、災害復旧事業費

用語解説

（△印 減）

扶助費

扶助費

人件費

人件費

物件費

物件費

繰出金

繰出金

普通建設事業費

普通建設事業費

公債費

公債費

その他

その他

0 200 400 600 800 1,000 1,200

平成30年度

平成29年度

（億円）

扶助費の増は、介

護給付・訓練等給

付の増等によるも

のです。
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平成３０年度の主要な事業（一般会計）
（単位：千円）

款別 事　　業　　名 予算額 款別 事　　業　　名 予算額

（新）おもてなし力向上のための職員語学研

修
513 高等職業訓練促進給付金 38,000

（新）業務システムの最適化 145,836 （新）子どもの生活実態調査 6,869

フィルムコミッション事業 8,551 保育所建設補助 1,093,233

コンベンションの誘致 1,926 母子生活支援施設建設費補助 257,868

公共施設マネジメント基金 51,056 地域子育て支援拠点事業 144,091

（新）公用車ドライブレコーダー設置 7,129 （新）南古谷保育園新園舎整備 83,646

（新）本庁舎等老朽化対策 36,000 施設型給付費等（保育所等） 3,358,426

（新）市制施行１００周年記念事業基金 30,000 地域型保育給付費（小規模保育等） 976,985

くらびとファンディング事業 1,261
障害児通園施設（児童発達支援センター）

建設
595,700

（新）（仮称）おもてなし川越の創設 36,770 （新）自殺対策計画策定 1,134

子育て安心施設整備 48,309 予防接種の推進 833,047

大会機運醸成事業 16,115 利用者支援事業（母子保健型） 10,982

（新）市民センター整備更新調査 2,700 産後ケア事業 3,136

提案型協働事業補助金 2,040 産前・産後サポート事業 2,389

地域会議補助金 4,100 健康マイレージ 4,558

自転車シェアリング事業 42,959 ラジオ体操普及啓発 1,272

（新）新たな交通事業 13,685 （新）胃がん個別検診 108,673

市内循環バス運行 135,646 個別受診勧奨 4,403

ゾーン３０対策事業 1,100 （新）旧斎場解体工事 155,916

（新）川越駅西口第一自転車駐車場ラック入

替工事
51,000 東清掃センター整備事業 36,850

安全安心通学路対策 15,000 環境衛生センター施設整備 3,902

文化芸術スポーツ振興基金活用事業 3,225 西清掃センター解体 891,376

小江戸川越ハーフマラソン大会 4,000 労働費 （新）しごと支援センター移転 917

文化芸術スポーツ振興基金活用事業 1,000 （新）グリーンツーリズム整備推進 12,777

（新）武道館耐震改修事業 15,595 川越産農産物ブランド化 4,200

生活困窮者学習支援事業 13,000 空き店舗対策事業補助 2,150

（新）基幹相談支援センター運営管理 7,205 リノベーションによる空き店舗等再生事業 11,348

西後楽会館耐震補強等工事 184,000 地域のしごと総合ポータルサイト 3,200

多子世帯応援クーポン事業 16,106 健康食レストラン 8,076

（新）子ども・子育て支援事業計画に係る

ニーズ調査
3,833 住宅改修補助 20,000

利用者支援事業（基本型） 296 本川越駅観光案内所運営の充実 19,127

ひとり親家庭等学習支援事業 10,056 公衆無線ＬＡＮ整備 3,825

民生費

民生費

衛生費

農林水

産業費

総務費

商工費
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（単位：千円）

款別 事　　業　　名 予算額 款別 事　　業　　名 予算額

訪日外国人向けフリーマガジン記事広告掲

載
4,000 歴史的地区環境整備街路（立門前線） 10,795

縁結び関連事業 5,000 川越駅南大塚線 72,000

（新）排水ポンプ車の導入 50,000 川越駅南大塚線（用地） 166,520

道路案内標識における英語表記改善 1,888 市内循環線 78,000

市道0074号線等整備 199,000 市内循環線（用地） 800

市道0074号線等整備（用地） 82,000 本川越駅前通線 30,000

生活道路（市道）改良 204,717 （新）喜多院外堀通り線整備 13,000

生活道路（市道）改良（用地） 41,350 （仮称）小仙波八反田公園整備工事 72,481

広域幹線（市道）整備 73,700 （仮称）旭町一丁目公園実施設計 7,300

広域幹線（市道）整備（用地） 109,420 初雁公園基本計画策定 4,423

橋りょう維持補修 50,000 旧川越織物市場整備 462,520

田島橋整備 173,000 （新）川越駅西口歩行者用デッキ延伸 65,100

焼米橋整備 36,000 （新）県立高校備蓄品整備 7,424

（新）川越駅東口駅前広場改修 213,600 防災行政無線デジタル化整備 474,500

（新）脇田歩道橋耐震化 223,000 オールマイティーチャー配置事業 50,906

（新）水害ハザードマップ作成 15,000 英語指導助手配置事業 97,248

（新）監視カメラ設置 600 スクールソーシャルワーカー配置事業 11,820

（新）応急排水ポンプ設置 10,000 （新）認定こども園施設整備 143,205

（新）周辺環境整備 16,000 施設型給付費等（幼稚園等） 178,336

（新）下小坂�管内水対策基本設計 16,000 小学校普通教室空調設備整備 944,600

（新）鹿飼�管バイパス整備工事 20,000 タブレット端末導入及び校内ＬＡＮ敷設 161,852

久保川河川改修 19,000 就学援助（小学校） 79,777

（新）古川流下機能強化工事 6,000 小学校大規模改造 158,046

立地適正化計画策定 3,510 中学校普通教室空調設備整備 1,507,000

（新）（仮称）文化創造インキュベーション施

設整備検討業務
12,910 就学援助（中学校） 103,289

中央通り地区整備 64 中学校大規模改造 113,915

笠幡駅前周辺整備 480,064 （新）特別教室等空調設備改修工事 15,000

南古谷駅周辺地区整備 463,804 （新）体育館照明等落下防止改修工事 55,000

川越駅西口市有地利活用 31,200 学童保育室整備 27,136

新宿町三丁目交差点改良 171,103 （新）物件補償調査 5,000

川越所沢線等整備に係る設計等 10,000 蔵造り資料館耐震化 117,600

新河岸駅周辺地区整備 100,281 仮称霞ケ関西公民館建設 350,800

商工費

土木費

土木費

教育費

消防費
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■平成２９年度予算に対する収入及び支出の概況（平成３０年３月３１日現在）

１．一般会計
歳 入 （△印 減）

区 分

款 別

予算現額
A （千円）

収入済額
B （千円）

予算現額と
収入済額との比較

B－A （千円）

予算対比
Ｂ/Ａ （％）

市 税 56,482,852 55,547,914 △ 934,938 98.3

地 方 譲 与 税 607,554 719,822 112,268 118.5

利 子 割 交 付 金 79,666 73,454 △ 6,212 92.2

配 当 割 交 付 金 229,627 252,254 22,627 109.9

株式 等 譲 渡所 得割 交付金 215,568 275,496 59,928 127.8

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 56,000 56,995 995 101.8

地 方 消 費 税 交 付 金 5,539,000 5,556,051 17,051 100.3

自 動 車 取 得 税 交 付 金 188,958 298,950 109,992 158.2

地 方 特 例 交 付 金 320,560 320,560 0 100.0

地 方 交 付 税 1,426,621 1,446,814 20,193 101.4

交通 安 全 対策 特別 交付金 47,442 49,077 1,635 103.4

分 担 金 及 び 負 担 金 1,003,410 912,967 △ 90,443 91.0

使 用 料 及 び 手 数 料 2,199,980 2,031,319 △ 168,661 92.3

国 庫 支 出 金 19,331,128 17,892,046 △ 1,439,082 92.6

県 支 出 金 6,317,183 5,097,737 △ 1,219,446 80.7

財 産 収 入 436,751 302,498 △ 134,253 69.3

寄 附 金 26,105 26,083 △ 22 99.9

繰 入 金 947,325 900,243 △ 47,082 95.0

繰 越 金 3,614,714 3,614,715 1 100.0

諸 収 入 3,482,323 3,194,176 △ 288,147 91.7

市 債 13,269,900 7,084,100 △ 6,185,800 53.4

歳 入 合 計 115,822,667 105,653,271 △ 10,169,396 91.2

※市税の収入済額は、市税歳計外分を市税歳入へ収入金更正した後の金額
※予算現額には、前年度からの繰越明許費繰越財源等（国庫支出金1,278,331千円、県支出金31,691千円、繰越金142,336千円、
市債4,375,900千円）を含む。

歳 出

区 分

款 別

予算現額
A （千円）

支出済額
B （千円）

予算現額と
支出済額との比較

A－B （千円）

予算対比
Ｂ/Ａ （％）

議 会 費 673,554 652,184 21,370 96.8

総 務 費 11,036,600 8,348,144 2,688,456 75.6

民 生 費 48,118,323 38,963,102 9,155,221 81.0

衛 生 費 11,674,364 9,827,336 1,847,028 84.2

労 働 費 243,422 199,807 43,615 82.1

農 林 水 産 業 費 576,509 461,582 114,927 80.1

商 工 費 1,501,999 1,340,008 161,991 89.2

土 木 費 9,199,021 6,244,273 2,954,748 67.9

消 防 費 4,988,572 4,659,042 329,530 93.4

教 育 費 17,096,549 15,606,803 1,489,746 91.3

災 害 復 旧 費 343,000 50,000 293,000 14.6

公 債 費 10,274,877 9,423,806 851,071 91.7

諸 支 出 金 77,162 31,916 45,246 41.4

予 備 費 18,715 0 18,715 0.0

歳 出 合 計 115,822,667 95,808,003 20,014,664 82.7

※予算現額には、前年度からの繰越明許費繰越額等（総務費26,380千円、民生費799,877千円、衛生費145,652千円、土木費
145,758千円、教育費4,710,591千円）を含む。
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２．特別会計
歳 入 （△印 減）

区 分
会計別

予算現額
Ａ （千円）

収入済額
Ｂ （千円）

予算現額と
収入済額との比較
B－A （千円）

予算対比
Ｂ/Ａ （％）

国 民 健 康 保 険 事 業 43,255,288 38,157,370 △ 5,097,918 88.2

後 期 高 齢 者 医 療 事 業 3,933,820 3,263,214 △ 670,606 83.0

歯 科 診 療 事 業 82,478 95,922 13,444 116.3

介 護 保 険 事 業 23,474,877 18,428,051 △ 5,046,826 78.5

母子父子寡婦福祉資金貸付事業 98,900 130,835 31,935 132.3

川越駅東口公共地下駐車場事業 119,100 137,782 18,682 115.7

農 業 集 落 排 水 事 業 142,510 152,415 9,905 107.0

合 計 71,106,973 60,365,589 △ 10,741,384 84.9

歳 出

区 分
会計別

予算現額
Ａ （千円）

支出済額
Ｂ （千円）

予算現額と
支出済額との比較
A－B （千円）

予算対比
Ｂ/Ａ （％）

国 民 健 康 保 険 事 業 43,255,288 40,893,216 2,362,072 94.5

後 期 高 齢 者 医 療 事 業 3,933,820 3,731,840 201,980 94.9

歯 科 診 療 事 業 82,478 71,509 10,969 86.7

介 護 保 険 事 業 23,474,877 19,234,068 4,240,809 81.9

母子父子寡婦福祉資金貸付事業 98,900 79,038 19,862 79.9

川越駅東口公共地下駐車場事業 119,100 52,813 66,287 44.3

農 業 集 落 排 水 事 業 142,510 122,010 20,500 85.6

合 計 71,106,973 64,184,494 6,922,479 90.3
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■市民の税負担状況（平成３０年３月３１日現在）

区 分

税 目

平成２９年度

予算現額 調定額 収入済額

Ａ 構成比 市民一人当たり 一世帯当たり Ｂ
収入率
(B/A)

千円 千円 ％ 円 円 千円 ％

市 税 総 額 56,482,852  59,376,015  100.0 168,482  378,855  55,547,914  93.5 

市 民 税 25,539,021  27,241,359  45.9 77,298  173,816  24,714,432  90.7 

固 定 資 産 税 22,524,265  23,476,409  39.5 66,615  149,794  22,562,156  96.1 

軽 自 動 車 税 541,133  570,134  1.0 1,618  3,638  535,256  93.8 

市 た ば こ 税 2,139,227  2,063,247  3.5 5,855  13,165  1,917,170  92.9 

事 業 所 税 1,636,877  1,753,626  2.9 4,976  11,189  1,738,388  99.1 

都 市 計 画 税 4,102,329  4,271,240  7.2 12,120  27,253  4,080,512  95.5 

※市税の収入済額は、市税歳計外分を市税歳入へ収入金更正した後の金額
※市民一人当たり調定額は平成３０年３月３１日現在の人口352,418人にて算出
※一世帯当たり調定額は平成３０年３月３１日現在の世帯数156,725世帯にて算出

市民税 法人・個人の所得に対して課される税金

固定資産税 土地、家屋、償却資産に対して課される税金

都市計画税 都市計画事業等にあてるため、市街化区域に所在する土地、家屋に対して課される税金

市たばこ税 たばこに対して課される税金

事業所税 一定規模以上の事業所に対して課される税金

軽自動車税 軽自動車等の所有に対して課される税金

用語解説

市民税

45.9%

固定資産税

39.5%

都市計画税

7.2%

市たばこ税

3.5%

事業所税

2.9%

軽自動車税

1.0%

税目別割合（調定額）
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■市債現在高（平成３０年３月３１日現在）

区 分 金額 （千円）

一般会計債合計 98,333,447

特別会計債合計 26,676,622

総 合 計 125,010,069

■市有財産の現在高（平成３０年３月３１日現在）

１．土地・建物（道路・水路を除く）

区 分
面 積

㎡

価 格
千円

土
地

行政財産 2,670,758.94  150,540,565 

普通財産 183,032.27  10,946,287 

計 2,853,791.21  161,486,852 

建
物

行政財産 785,288.24  105,942,649 

普通財産 3,377.07  176,759 

計 788,665.31  106,119,408 

２．基金（積立基金）

基 金 名 金 額 （円）

財政調整基金 4,095,458,901

福祉基金 38,566,932

商業振興施設整備基金 49,174,002

職員退職手当基金 485,608,707

初雁公園整備基金 276,628,272

緑の基金 164,861,409

庁舎建設基金 1,521,234,443

平和基金 49,416,180

文化芸術スポーツ振興基金 45,130,151

みんなで支える観光基金 17,928,018

公共施設マネジメント基金 301,722,758

減債基金 300,023,342

大学奨学金基金 9,210,041

国民健康保険支払基金 0

介護保険保険給付費等準備基金 3,938,763,975

計 11,293,727,131

行政財産 庁舎、学校等の建物や敷地といった公用・公共のために使用されるもの

普通財産 行政財産以外の公有財産

用語解説

２．一時借入金の現在高

１．市債の現在高

区 分 金額 （千円）

一般会計一時借入金 0

特別会計一時借入金 0

総 合 計 0

区 分 金額 （千円）

一
般

会
計
債

普
通

債

総 務 債 9,909,630

民 生 債 1,123,704

保 育 所 債 661,811

衛 生 債 12,303,167

労 働 債 0

農 林 水 産 業 債 165,395

商 工 債 627,046

土 木 債 21,570,009

公 営 住 宅 債 222,405

消 防 債 11,900

教 育 債 7,430,772

義 務 教 育 債 5,459,927

普 通 債 合 計 59,485,766

そ
の

他

減 収 補 て ん 債 990,402

減 税 補 て ん 債 1,716,406

臨時税収補 て ん 債 0

臨 時 財 政 対 策 債 36,140,873

そ の 他 合 計 38,847,681

一般会計債合計 98,333,447

区 分 金額 （千円）

特
別
会
計
債

母子父子寡婦福祉資金貸付事業債 467,416

川越駅東口公共地下駐車場事業債 15,874

農 業 集 落 排 水 事 業 債 1,035,125

水 道 事 業 債 7,350,459

公 共 下 水 道 事 業 債 17,807,748

特別会計債合計 26,676,622
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■財政指数等比較（普通会計決算）

93.2 93.2

94.2
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平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

積立基金現在高（住民一人当たり）

川越市 県内平均 全国平均（円）

経常収支比率　は、

経常一般財源が経常的経費に使わ

れた割合で、比率が高いほど財政
構造の弾力性に欠けるとされます。

※一般
 

財源 使途が特定されず、どのような経費にも使用することができる財源

※経常
 

一般財源 市税など経常的な一般財源

※経常的
 

経費 職員人件費、施設の維持管理費、扶助費、公債費など経常的な経費

公債費負担比率　は、

公債費に使われた一般財源

の一般財源総額に対する割

合で、比率が高いほど公債

費による財政負担が大きくな
ります。

積立基金　は、

年度間の財源調整や特定の目

的のために、資金を積立てるも
ので、市の「貯金」です。
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川越市 県内平均 全国平均（円）
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債務負担行為額（住民一人当たり）

川越市 県内平均 全国平均（円）

地方債現在高　は、

過去に借り入れた地方債の

未償還元金で、額が多いほ

ど将来の財政負担が大きくな
ります。

※地方債
 

地方公共団体が建設事業などを行なう際に借り入れる借金で、財政負担の平準化や世代間負担の公
平化が図れるが、将来の財政負担となる。

債務負担行為額は、

地方公共団体が負っている

債務（地方債等を除く）のうち、

翌年度以降に支出が予定さ

れているもので、額が多いほ

ど将来の財政負担が大きくな
ります。

※住民一人当たりの積立基金現在高、地方債現在高、債務負担行為額については、住民基本台帳人口を基に算出し

　 ている（平成２４年度は３月３１日、平成２５年度以降は１月１日を基準日としている）。

普通会計
 

国の統計調査である地方財政状況調査の対象となる会計で、主に市税を原資として経理される。

川越市の場合、一般会計及び歯科診療事業、母子父子寡婦福祉資金貸付事業の２特別会計がこれに当
る。

普通会計以外の会計は公営事業会計として区分される。

用語解説
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水道事業の業務状況  

（平成３０年３月３１日） 

 

１ 事業の概況 

平成３０年３月３１日現在の水道事業の概況は、次のとおりです。 

・給水人口       ３５２，３５６人 

・給水戸数       １５６，６８１戸 

・一日平均配水量    １０８，５１８㎥ 

・年間総配水量  ３９，６０９，２３５㎥ 

・有収水量     ３７，４５３，２０４㎥ 

・有収率           ９４．６％ 

  

また、水道水を市民の皆様に安定的に供給するために、平成２９年度も老朽

化した施設の更新や改良を計画的に進めてまいりました。 

具体的には、第三次浄水場整備事業として、場内管路の耐震化工事を実施し

ております。 

平成２９年度に実施した事業の主な内容は、次のとおりです。 

 

（１）配水管路の新設改良事業 

   配水管更新事業   １３，１７１ｍ 

   配水管布設替事業     ８６４ｍ 

   管網整備事業（布設）   ３２８ｍ 

   配水補助管布設事業  １，４９９ｍ 

 

（２）第三次浄水場整備事業 

   仙波浄水場整備事業 仙波浄水場場内管路耐震化工事 

 

その他の主な業務の執行状況について、給水装置の新設工事件数として年 

２，１７４件を予定していたところ、上半期９４３件、下半期１，１２２件、

計２，０６５件（９５．０％）を行いました。 

 

 

２ 経理の状況 

収益的収入支出につきましては、水道事業収益の予算額６,８３６,９９５千

円に対して、７,００８,６８６千円の収入があり、水道事業費用の予算額 

６,２９４,８４４千円に対して、６,１３０,７５６千円の支出があり、収入支出

差引８７７,９３０千円となりましたが、消費税及び地方消費税抜きの損益ベー

スでは、７４２,８３３千円の純利益を計上しました。 
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資本的収入支出につきましては、資本的収入の予算額８９９,２４７千円に対

して、９３０,２３１千円の収入があり、資本的支出の予算額 

２,９０６,２０９千円に対して、２,７８３,２３４千円の支出があり、収入支出

の差引１,８５３,００３千円の不足を生じましたが、この不足額は、過年度分

損益勘定留保資金等で補填しました。 

なお、平成２９年度の予算の執行状況は、次のとおりです。 

 

（１）収益的収入及び支出（単位は千円、△は減、千円未満は四捨五入） 

 

収入                         

科 目 予算現額Ａ 執行額Ｂ Ｂ－Ａ 執行率％ 

営業収益  6,406,324 6,580,298 173,974 102.7 

営業外収益 430,661 426,175 △4,486 99.0 

特別利益  10 2,213 2,203 22,130.0 

計 6,836,995 7,008,686 171,691 102.5 

 

支出                            

科 目 予算現額Ａ 執行額Ｂ 翌年度繰越額Ｃ 不用額Ａ－Ｂ－Ｃ 執行率％ 

営業費用  5,909,337 5,754,996 0 154,341 97.4

営業外費用 265,649 265,647 0 2 100.0

特 別 損 失 114,858 110,114 0 4,744 95.9

予 備 費 5,000 0 0 5,000 0.0

計 6,294,844 6,130,756 0 164,088 97.4

※千円未満を四捨五入したことにより、差額又は合計額が一致しない場合があります。 

 

（２）資本的収入及び支出（単位は千円、△は減、千円未満は四捨五入） 

 

収入                        

科  目 予算現額Ａ 執行額Ｂ Ｂ－Ａ 執行率％ 

企 業 債 700,000 700,000 0 100.0 

他 会 計 負 担 金 60,084 59,496 △588 99.0 

工 事 負 担 金 45,185 70,634 25,449 156.3 

水道施設加入金 93,958 100,101 6,143 106.5 

固定資産売却代金 20 0 △20 0.0 

計 899,247 930,231 30,984 103.4 
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支出                            

科  目 予算現額Ａ 執行額Ｂ 翌年度繰越額Ｃ 不用額Ａ－Ｂ－Ｃ 執行率％

建設改良費 2,250,946 2,132,972 4,547 113,427 94.8

企業債償還金 650,263 650,262 0 1 100.0

予 備 費  5,000 0 0 5,000 0.0

計 2,906,209 2,783,234 4,547 118,428 95.8

※千円未満を四捨五入したことにより、差額又は合計額が一致しない場合があります。 

 

３ 企業債の概況（単位は千円、千円未満は四捨五入） 

種 別 前年度末残高 本年度借入高 本年度償還高 本年度末残高 

企 業 債 7,300,721 700,000 650,262 7,350,459 

※千円未満を四捨五入したことにより、差額又は合計額が一致しない場合があります。 

 

４ 平成３０年度の経営方針及び予算の概要 

水道事業の普及率は９９．９％に達しており、近年の人口動向から見て十分

な給水能力を保持していると考えております。 

しかし、昭和２９年の給水開始から６０年以上を経ており、施設の老朽化に

対応するための更新事業を実施しています。これと併せて、計画的に耐震化等

の工事を推進していく必要性があります。 

これには多くの費用と時間が必要となりますので、今年度も効率的な経営を

図るとともに計画的な事業を実施し、安全な水道水を安定的に供給してまいり

ます。 

今年度も引き続き浄水場整備事業を進めるとともに、地震などの災害に備え

た耐震補強を計画的に実施してまいります。 

なお、平成３０年度の主な建設改良事業と予算額は、次のとおりです。 

 

（１）配水管更新事業       ８６７，９９７千円 

（２）配水管布設替事業      ６９４，２１０千円 

（３）原水浄水施設改良事業     ５６，７００千円 

（４）第三次浄水場整備事業    ２１４，２６２千円 
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平成３０年度の水道事業会計予算の概要は、次のとおりです。 

（１）収益的収入及び支出 

収     入 

第１款 水道事業収益      ６，９４１，９２７千円 

第１項 営業収益      ６，５０９，５４７千円 

第２項 営業外収益       ４３２，３７０千円 

第３項 特別利益             １０千円 

 

支     出 

第１款 水道事業費用      ６，５９５，８０３千円 

第１項 営業費用      ６，２９１，６９５千円 

第２項 営業外費用       １８４，３５０千円 

第３項 特別損失        １１４，７５８千円 

第４項 予備費           ５，０００千円 

 

（２）資本的収入及び支出 

収     入  

第１款 資本的収入       １，０３９，９０４千円 

第１項 企業債         ６００，０００千円  

第２項 他会計負担金       ５０，６１０千円 

第３項 工事負担金       ２９４，１８５千円 

第４項 水道施設加入金      ９５，０９９千円 

第５項 固定資産売却代金         １０千円 

 

支     出 

第１款 資本的支出       ２，９６３，９７４千円 

第１項 建設改良費     ２，３２３，１４０千円 

第２項 企業債償還金      ６３５，８３４千円 

第３項 予備費           ５，０００千円 

 

資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額   １，９２４，０７０千円 

不足する額を補填する財源の内訳 

当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額  １５３，７５９千円 

減債積立金                   ２００，０００千円 

建設改良積立金                 ２００，０００千円 

過年度分損益勘定留保資金          １，１４２，９８１千円 

当年度分損益勘定留保資金            ２２７，３３０千円 

 

17



公共下水道事業の業務状況 

（平成３０年３月３１日） 

 

１ 事業の概況 

平成３０年３月３１日現在の公共下水道事業の概況は、次のとおりです。 

・水洗化人口        ３０２，１５１人 

・一日平均処理水量     １３５，３５９㎥ 

・年間有収水量    ３３，１１４，６８６㎥ 

 

また、下水道施設の整備拡充のため、平成２９年度も施設整備を計画的に推

進するとともに、老朽化した施設の更新や改良を実施してまいりました。 

平成２９年度に実施した建設改良事業の主な内容は、次のとおりです。 

 

（１）下水道整備の状況 

整備人口(人) 普及率(％) 現在整備面積(ｈａ) 整備率(％) 整備管きょ延長(km)

308,327 85.8 

 

市街化区域 3,225 99.0 935.9

調整区域 872 28.1

 

（２）汚水管きょ整備事業 

   汚水管きょ築造工事       ３，０５２ｍ 

 

（３）汚水管きょ改良事業 

   汚水管きょの更新工事等     ２，７７９ｍ 

 

その他の主な業務の執行状況につきましては、公共下水道の新規接続件数は

上半期８９０件、下半期７４９件、合計１，６３９件となりました。 

また、下水道管きょの適切な維持に必要な清掃（定期清掃及び緊急に必要に

なった清掃）を上半期１４，６５１ｍ、下半期１４，８７５ｍ、合計 

２９，５２６ｍ実施いたしました。 

 

 

２ 経理の状況  

収益的収入支出につきましては、下水道事業収益の予算額６，２７７，３２３

千円に対して、６，２６０，３３３千円の収入があり、下水道事業費用の予算

額６，２００，８７３千円に対して、５，９６０，４９２千円の支出があり、

収入支出差引２９９，８４１千円となりましたが、消費税及び地方消費税抜き

の損益ベースでは、２３１，６４０千円の純利益を計上しました。 

資本的収入支出につきましては、資本的収入の予算額８７２，７５３千円に
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対して、８７９，４２８千円の収入があり、資本的支出の予算額 

２，７３８，８５１千円に対して、２，５９５，３８８円の支出があり、収入

支出の差引１，７１５，９６１千円の不足を生じましたが、この不足額は、過

年度分損益勘定留保資金等で補填しました。 

なお、平成２９年度の予算の執行状況は、次のとおりです。 

 

 

（１）収益的収入及び支出（単位は千円、△は減、千円未満は四捨五入） 

収入                     

科  目 予算現額Ａ 執行額Ｂ Ｂ－Ａ 執行率％ 

営業収益  4,413,439 4,419,739 6,300 100.1 

営業外収益 1,863,547 1,833,494 △30,053 98.4 

特別利益  337  7,100 6,763 2,106.8 

計 6,277,323 6,260,333 △16,990 99.7 

 

支出                   

科  目 予算現額Ａ 執行額Ｂ 翌年度繰越額Ｃ 不用額Ａ－Ｂ－Ｃ 執行率％ 

営業費用  5,701,063 5,475,023 0 226,040 96.0

営業外費用 490,710 484,098 0 6,612 98.7

特 別 損 失 4,100 1,371 0 2,729 33.4

予 備 費 5,000 0 0 5,000 0.0

計 6,200,873 5,960,492 0 240,381 96.1

※千円未満を四捨五入したことにより、差額又は合計額が一致しない場合があります。 

 

 

（２）資本的収入及び支出（単位は千円、△は減、千円未満は四捨五入） 

収入                    

科  目 予算現額Ａ 執行額Ｂ Ｂ－Ａ 執行率％ 

企 業 債 544,600 544,000 △600  99.9 

国 庫 補 助 金 105,400 97,400 △8,000 92.4 

工 事 負 担 金 5,431 3,241 △2,190 59.7 

受 益 者 負 担 金 43,500 48,856 5,356 112.3 

分 担 金 22,765 34,778 12,013 152.8 

他 会 計 負 担 金 83,130 83,235 105 100.1 

他 会 計 補 助 金 67,917 67,917 0 100.0 

固定資産売却代金 10 0 △10 0.0 

計 872,753 879,428 6,675 100.8 
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支出                            

科  目 予算現額Ａ 執行額Ｂ 翌年度繰越額Ｃ 不用額Ａ－Ｂ－Ｃ 執行率％ 

建設改良費 1,517,144 1,378,683 65,955 72,506 90.9

企業債償還金 1,216,707 1,216,705 0 2 100.0

予 備 費  5,000 0 0 5,000 0.0

計 2,738,851 2,595,388 65,955 77,508 94.8

※千円未満を四捨五入したことにより、差額又は合計額が一致しない場合があります。 

 

３ 企業債の概況（単位は千円、千円未満は四捨五入） 

種 別 前年度末残高 本年度借入高 本年度償還高 本年度末残高 

企 業 債 18,480,453 544,000 1,216,705 17,807,748 

※千円未満を四捨五入したことにより、差額又は合計額が一致しない場合があります。 

 

４ 平成３０年度の経営方針及び予算の概要 

公共下水道事業は経営状況の明確化を主な目的として、平成１５年度から地

方公営企業法の適用を受け、受益者負担の原則に基づき効率的な経営を行って

おります。 

雨水施設の整備及び維持管理については、一般会計からの繰入金により実施

されており、今年度も効果的かつ積極的に推進してまいります。 

汚水施設の整備及び維持管理については、一層の効率化を図りながら、老朽

化した施設の更新や未整備地域に対する整備を推進してまいります。 

なお、平成３０年度の主な事業と予算額は、次のとおりです。 

 

（１）汚水管きょ改良事業        ８３６，０５２千円 

（２）汚水管きょ整備事業        ３３７，６５０千円 

（３）雨水ポンプ場維持事業        １６，０９２千円 

（４）汚水ポンプ場維持事業         ９，２８８千円 
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平成３０年度の公共下水道事業会計予算の概要は、次のとおりです。 

（１）収益的収入及び支出 

収     入 

第１款 下水道事業収益      ６，３９７，７３５千円        

第１項 営業収益        ４，５２２，１３３千円 

第２項 営業外収益       １，８６５，０２５千円 

第３項 特別利益           １０，５７７千円 

なお、営業費用中ポンプ場費６８，０００千円の財源に充てるため、 

企業債１９，２００千円を借り入れます。 

 

支     出  

第１款 下水道事業費用       ６，２７４，８５９千円 

第１項 営業費用        ５，７６４，７５９千円 

第２項 営業外費用         ４４２，６４３千円 

第３項 特別損失           ６２，４５７千円 

第４項 予備費             ５，０００千円 

 

（２）資本的収入及び支出 

収     入 

第１款 資本的収入           ９７４，２０５千円 

第１項 企業債           ６８５，２００千円 

第２項 国庫補助金          ６７，０００千円 

第３項 工事負担金             ３１１千円 

第４項 受益者負担金         ６０，７００千円 

第５項 分担金             ６，９００千円 

第６項 他会計負担金         ６９，７８３千円 

第７項 他会計補助金         ８４，３１１千円 

 

支     出 

第１款 資本的支出         ２，８３９，９６８千円 

第１項 建設改良費       １，６１０，３２４千円 

第２項 企業債償還金      １，２２４，６４４千円 

第３項 予備費             ５，０００千円 

 

資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額   １，８６５，７６３千円 

不足する額を補填する財源の内訳 

当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額   ８１，０７０千円 

過年度分損益勘定留保資金          １，７８４，６９３千円 
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